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令 和 ３ 年 ５ 月 ２ ０ 日 

 

 各都道府県教育委員会指導事務主管課  

 各指定都市教育委員会指導事務主管課  

 各 都 道 府 県 私 立 学 校 事 務 主 管 課  

 附属学校を置く各国公立大学法人附属学校事務担当課  

 構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を受けた 

 各地方公共団体の学校設置会社事務主管課 

 

文部科学省初等中等教育局教育課程課  

 

法教育に関する教員研修等について 

 

 文部科学省では、法務省等と連携して法教育の推進を図るための取組を行っ

ています。 

 この度、法務省大臣官房司法法制部司法法制課及び法務省刑事局総務課か

ら、法教育に関する教員研修及び出前教室等の周知について、別紙の通り依頼

がありましたので、お知らせします。 

 ついては、都道府県教育委員会指導事務主管課におかれては、所管の学校及

び各学校を設置する域内の市町村教育委員会に対し、指定都市教育委員会指導

事務主管課におかれては、所管の学校に対し、都道府県私立学校主管課及び構

造改革特別区域法第１２条第１項の認定を受けた地方公共団体の学校設置会

社事務主管課におかれては、所轄の学校及び学校法人等に対し、附属学校を置

く国公立大学法人附属学校事務担当課におかれては、管下の附属学校に対し、

本件につき周知方よろしくお願いします。その際、学校における働き方改革の

観点から、周知の範囲及び方法については、全ての学校に一律に通知する以外

にも、例えば、他の案件とまとめて周知する、教育委員会主催の教員研修の場

で配付する等、貴課において必要に応じて御判断いただいてかまわない旨申し

添えます。 

 なお、本研修及び出前教室等の実施に係る問い合わせについては、別添に掲

載されている各都道府県の検察庁にお問い合わせ下さいますようお願いしま

す。 

 

【本件担当】 

文部科学省初等中等教育局教育課程課 

企画調査係 

〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3-2-2 

TEL：03-5253-4111（内線 2565） 

FAX：03-6734-3734 
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法務省刑総第４５８号   

                         令和３年５月２０日 

 

 

 文部科学省初等中等教育局 

  教育課程課長 滝 波   泰 殿 

 

 

       法務省大臣官房司法法制部司法法制課長  丸 山 嘉 代 

（公印省略） 

 

       法 務 省 刑 事 局 総 務 課 長   佐 藤   剛 

                           （公印省略） 

 

   法教育に関する教員研修等への協力について（依頼） 

 日頃から，法務行政に御理解，御協力をいただき，ありがとうございます。 

 法務省・検察庁においては，平成１８年度以降，貴省の御尽力をいただきつつ，

最高裁判所，日本弁護士連合会等と連携し，全国で裁判員制度を含む法教育に関す

る教員研修を実施してまいりました。 

 法務省・検察庁としましては，令和２年度から順次実施されている新学習指導要

領において，様々な教科等で法教育の充実が図られていることなどを踏まえ，本年

度も引き続き，最高裁判所，日本弁護士連合会等と連携して，法教育に関する教員

研修を実施したいと考えております。 

 つきましては，各地の検察庁（別添参照）から，各都道府県の教育委員会指導事

務主管課，私立学校主管課及び国立大学法人附属学校担当課に対し，小学校，中学

校及び高等学校の教員に対する本研修への協力をお願いするとともに，より多くの

教員の方に参加していただけるよう，可能な限り，職務としての研修（いわゆる「職

務研修」）としていただきたい旨の要請を行うことを予定しておりますので，貴省

におかれましては，各都道府県の教育委員会指導事務主管課，私立学校主管課及び

国立大学法人附属学校担当課に対し，本件について周知いただきたく，お願いいた

します。 

 また，法務省・検察庁では，各学校等からの要請に応じて職員を講師として派遣

するなどして，児童，生徒等に対し，法教育の趣旨を取り入れ，司法の役割，刑罰

や刑事裁判の意義，刑事裁判のルール，裁判員制度等について説明する出前教室等

を実施しているほか，各教育委員会等の主催による教員向けの研修に対しても，職

員を講師等として派遣するなどしておりますので，併せて周知いただきますようお

願いいたします。 

 なお，法務省においては，小学生，中学生及び高校生向けの法教育において活用
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いただけるよう各種教材を作成しているところ，これらの教材を利用した授業の実

践報告などを内容とする「教員向け法教育セミナー」を本年８月頃，福岡県内にお

いて開催することを予定しておりますので，同セミナーに係る周知については別途

依頼させていただきます。 

 おって，上記研修等の実施に当たりましては，新型コロナウイルス感染症の感染

拡大状況等を鑑みた上で，実施時期及び実施方法等について適時適切に判断し，ま

た，実施の際は，感染防止対策を十分に講じた上で行うこととしますので，申し添

えます。 




